
 

 

 

＜ 制定：平成26年３月26日，公布：平成26年３月28日，施行：平成26年10月１日 ＞ 

区分 項目 規定する内容 

前文  ・ 全ての県民が，社会を構成する対等な一員として安

心して暮らせる社会の実現を推進 

第１章

総則 

第１条 目的 ・ この条例は，障害を理由とする差別解消の基本理念
を定め，県及び県民の責務を明確化 

・ 障害を理由とする差別解消の基本事項を規定 
・ 障害を理由とする差別解消の推進を目的と規定 

第２条 定義 ・ 「障害のある人」，「社会的障壁」，「障害を理由とす
る差別」について定義 

第３条 基本理念 ・ 個人の尊厳の尊重，尊厳にふさわしい生活保障 
・ 社会活動への参加，地域社会における共生 
・ 県民が，障害に関する知識及び理解を深めるよう促

進 
第４条 県の責務 ・ 障害者差別解消施策の策定及び実施する責務 

第５条 市町村への要
請及び支援 

・ 県は，市町村に障害者差別解消施策の実施を要請 

・ 県は，市町村との連携を図り，情報の提供，技術的

助言等必要な支援を実施 
第６条 県民の責務 ・ 県民は，障害のある人に対する理解を深め，県又は

市町村の障害者差別解消施策に協力 

・ 障害のある人は，自らの障害による障壁等につい

て，可能な範囲内で，県民に伝え理解を促進 
第７条 財政上の措置 ・ 県の財政上の措置 

第２章

差別の

禁止 

第８条 障害を理由とす
る差別の禁止 

・ 障害のある人に対する不利益的扱いを禁止 

・ 社会的障壁の除去に伴う負担が過重でないときは，

必要かつ合理的な配慮を提供 
第９条～第16条 分野
別の差別の禁止 

・ 福祉サービス，公共的施設，交通機関など９分野に

おける障害を理由とする「不利益的扱い」の禁止 

第３章

差別を

なくす

ための

施策 

第17条及び第18条   
差別事案に関する相
談体制 

・ 県は，差別事案に関する相談に応じ，相談者に対し

て必要な助言，情報提供，関係者間の調整等を実施 

・ 県が相談員を設置できることを規定 
第19条 附属機関の設
置 

・ 差別解消の取組を推進するため，「鹿児島県差別解

消支援協議会」を設置 

・ 所管事務（あっせんに係る事務，障害を理由とする

差別の解消の推進に関する事項に係る調査審議） 

・ 障害者差別解消法第 17 条第１項による協議会 
第20条～第23条 差別
事案に関する紛争解決
制度 

・ 知事の附属機関によるあっせんの実施 
・ 知事による勧告及び公表の実施 

第24条及び第25条 
普及啓発活動 

・ 障害のある人に対する県民の理解を深める啓発の実

施及び表彰制度の創設 
第４章
雑則 

第26条 規則への委任 ・ 条例の施行に関し，必要な事項は規則で規定 

附則 施行日時 ・ 平成 26 年 10 月 1 日施行 
・ 施行後３年を目処として検討 

（１）「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり条例」の概要 
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（２） 障害者差別解消法改正に関する内閣府資料 

→令和６年４月１日 
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１ 根拠法令 

 「障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づくり条例」第 19 条 

 

２ 目的等 

（１） 目的 

     障害を理由とする差別を解消するための取組を推進する。 

（２） 事務 

・ 障害を理由とする不利益な取扱いに該当する事案について，知事の求めに応じ，あっせ

んを行う。 

・ 知事の諮問に応じ，障害を理由とする差別の解消の推進に関する事項に関し，調査審議

する。 

（３） 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）での位

置づけ 

障害者差別解消法第17条第１項に規定する障害者差別解消支援地域協議会を兼ねる。 

 

・障害者差別解消法に規定する協議会の事務 

 

 

 

 

 

組 織 ・委員は22人以内 

・委員は，次に掲げる者のうちから知事が任命 

① 障害のある人又はその家族その他の関係者が組織する団体を代表する者 

② 関係行政機関の職員 

③ 福祉，医療，雇用，教育その他の障害を理由とする差別の解消の推進に関

連する分野の業務を行う関係団体を代表する者 

④ 学識経験者 

任 期 ・２年 

会 長 ・会長は委員の互選により定める 

会 議 ・会議は，委員の過半数の出席により開会 

・議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数の場合は議長が決する 

部 会 ・あっせんを行うための部会を置く 

・あっせんに係る事項は，部会の決議をもって協議会の決議とする 

・部会に属すべき委員は，会長が指名 

・部会長は，会長が指名 

（３）鹿児島県障害者差別解消支援協議会 

障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため，必要な情報を交

換するとともに，障害者からの相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別

を解消するための取組に関する協議を行う。 
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１　差別に関する相談件数（平成26年度～令和６年度）※H26.10～R6.9
　⑴　障害種別

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 計
5 17 18 6 16 25 15 6 1 4 1 114

身体 肢体不自由 4 9 13 5 11 13 8 5 3 71
障害 視覚 1 4 1 2 4 6 1 19

聴覚 2 1 1 4 1 9
内部障害 2 4 2 4 1 1 1 15

知的障害 1 2 2 2 3 1 2 1 14
精神障害(発達) 2 5 2 8 5 8 2 1 5 3 41
２以上の障害 2 2 5 4 3 1 2 19

10 26 22 21 21 40 21 10 6 10 1 188
・

　⑵　場面
H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 計

福祉サービス 1 1 1 1 4
医療 2 1 3 3 2 1 12
販売・サービス 1 5 8 1 4 1 2 1 1 3 1 28
労働・雇用 4 4 4 5 3 8 1 1 2 32
教育 1 3 3 1 2 2 12
公共的施設 3 1 1 6 1 3 15
交通機関 2 7 4 5 5 13 6 1 43
不動産取引 1 1 3 1 2 1 1 10
情報の提供など 2 4 1 5 1 1 2 16
その他 1 1 1 3 6 3 1 16

10 26 22 21 21 40 21 10 6 10 1 188
・

  
　⑶　障害種別と場面のクロス表

知的 精神 その他 計
肢体不自由 視覚 聴覚 内部障害 (発達) (３障害等)

福祉サービス 2 1 1 4
医療 2 4 1 2 3 12
販売・サービス 16 3 1 2 1 4 1 28
労働・雇用 3 1 1 11 3 10 3 32
教育 1 1 2 7 1 12
公共的施設 6 2 3 1 1 2 15
交通機関 35 2 1 1 3 1 43
不動産取引 1 1 6 2 10
情報の提供など 1 3 2 1 3 6 16
その他 4 3 1 3 2 3 16

71 20 9 15 14 40 19 188
・

・

 障害者差別に関する相談件数

差別が発生した場面については，「交通機関」，「労働・雇用」，「販売・
サービス」の順に多くなっている。

「交通機関」，「販売・サービス」の場面では，車椅子利用者がバスに乗れ
なかったケースや，お店等で必要な配慮が受けられないケース，電動カート
での入店を断られたケースなど，肢体不自由の方からの相談が多い。
「労働・雇用」については，職場で必要な配慮が受けられなかったケースな
ど，内部障害や精神障害の方からの相談が多くなっている。

計

計

計

身体

相談種別ごとの相談件数については，「肢体不自由」，「精神障害（発
達）」の順に多くなっている。
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令和５年度 （令和５年４月～令和６年３月） 

第１ 普及啓発 

１ 広報・行事等 

リーフレット，ポスター，県ホームページ 

※ 改正障害者差別解消法（事業者による合理的配慮の提供の義務化）の周知 

・ 県ホームページ 

・ 新聞２紙「県政インフォメーション」（９月・３月） 

・ 広報誌「ありば」（９月・３月） 

・ 情報誌「労働かごしま」（10 月） 

・ 市町村へ啓発協力依頼（枕崎市広報誌 11 月号，９月瀬戸内町ホームページ

掲載） 

２ 事業所等の研修会等での説明（令和６年３月31日現在） 

障害福祉課 大隅地域振興局 大島支庁 計 

７ １ １ ９ 

３ 事業所等への個別訪問（令和６年３月31日現在） 

障害福祉課 大隅地域振興局 大島支庁 計 

60 265 32 357 

     ※上記以外に，希望する団体等に対してリーフレットを送付（86 件） 

第２ 相談対応 

１ 障害者くらし安心相談員の配置状況（各１名） 

配 置 先 電 話 番 号 受 付 時 間 

障害福祉課 
電話: 099-286-5110 

Fax : 099-286-5558 

 午前９時 ～ 午後４時 
大隅地域振興局 

地域保健福祉課 

電話: 0994-52-2108 

Fax : 0994-52-2120 

大島支庁 

地域保健福祉課 

電話: 0997-57-7222 

Fax : 0997-57-7251 

２ 障害者くらし安心相談員の活動状況（令和６年３月31日現在） 

相 談 対 応 
 障  害 

 福 祉 課 

 大隅地域 

 振 興 局 
 大島支庁 計 

新規         49         32         ２         83 

相談 

件数 

 不利益取扱い         ４         １         ０         ５ 

 合理的配慮         １         ３         １         ５ 

 その他         44         28         １         73 

延べ        131        141         52        324 

対応 

回数 

 不利益取扱い         ５         １         ０         ６ 

 合理的配慮         １         ４         １         ６ 

 その他        125        136         51        312 

      ※延べ対応回数には，継続相談への対応を含む。 

   ※相談員不在時に他職員が対応した件数を含む。 
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３ 相談対応の具体的な相談事例 

(1) 不利益取扱いの相談事例（５件） 

ア 福祉サービスの提供（０件） 

イ 医療の提供（１件） 

１ 相談者 年代 70 代 性別 女 障害種別 
視覚障害 

精神障害 

内

容 

４年前に医療機関を受診した際に，植木につまずき，頭を殴打して

外科に搬送された経緯がある。今回，同じ医療機関を受診したとこ

ろ，過去の出来事を引き合いに「外科へ行け」と言われ，診療しても

らえなかった。加えて，「これだから障害者は手がかかる」等の発言

を受けた。 

対応希望 特に対応は求めない 

対応結果 
話を傾聴し，関係機関に情報提供する旨を相手方に伝えた。

その後，市と地域振興局に情報提供した。 

ウ 商品の販売及び役務の提供（１件） 

２ 相談者 年代 不明 性別 不明 障害種別 -（支援団体職員） 

内

容 

障害者支援団体からの相談。ストレッチャータイプの車椅子を利用

する方（県外在住）が鹿児島旅行中に，バスへの乗車拒否，飲食店で

の入店拒否を受けた。また，この件を障害者基幹相談支援センターに

相談したところ，適切に対応してもらえなかった。 

対応希望 各事業所等に対する啓発，対応状況の調査及び結果報告 

対応結果 

各事業所等へ聞取り調査及び啓発を行った。 

バス会社は，ストレッチャータイプの車椅子を固定する装置

の導入について今後検討する，現時点での車椅子の乗車対応に

ついてはホームページにて周知を行う，とのこと。 

飲食店は，来店された全てのお客様をお迎えするよう，改め

て全社員に周知する，とのこと。 

基幹相談支援センターは，相談対応について改めて職員の意

識向上を図っていく，とのこと。 

これらの調査結果，啓発内容を相談者に説明した。 

エ 労働及び雇用（２件） 

３ 相談者 年代 40 代 性別 男 障害種別 精神障害 

内

容 

ハローワークを通して障害者枠の求人に申し込み，面接の際に適応

障害があることを説明した。「この会社でうまく人間関係を作ること

ができますか」と問われた。最終的に不採用通知が届いた。 

対応希望 助言（就職するためにはどうしたら良いか） 

対応結果 

紹介したハローワークに不採用理由を確認することを助言し

た。仮に障害を理由とした不採用であっても，表面上は他の理

由となっている場合もあり，企業側の回答によっては障害者差

別として扱うことが難しい場合もあることを説明。 

今後面接に臨む際の伝え方等の助言を行うとともに，他の就

職関係の相談先として市の就職相談機関の窓口を案内した。 
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４ 相談者 年代 40 代 性別 男 障害種別 内部障害 

内

容 

県外で長年運転の仕事をしてきたが，帰省し就職活動している。面

接をした会社から採用の連絡があったが，その後，本社の意向で不採

用になった。障害を理由に断られたのではないかと思う。来週，ネッ

トで探した企業の面接を予定している。また障害を理由に不採用にな

るかもしれないと不安である。  

対応希望 

助言（ハローワークを通して仕事を探した方が良いのか知り

たい。） 

不採用になった会社への対応は不要 

対応結果 
ハローワークや障害者就業･生活支援センターの求職支援に

ついて確認し，相談者に案内した。 

オ 教育（０件） 

カ 公共的施設の利用（０件） 

キ 交通機関の利用（０件） 

ク 不動産取引（１件） 

５ 相談者 年代 不明 性別 不明 障害種別 - (ハローワーク職員) 

内

容 

ハローワーク職員からの相談。求職相談に来た方が，賃貸部屋の契

約手続を行っていたところ，障害の有無を聞かれ，発達障害があるこ

とを伝えると契約を断られた，という相談があった。障害者差別では

ないのか。同様の相談はあるか。 

対応希望 情報提供依頼 

対応結果 

障害者差別であること，同様の相談が令和４年度にあったこ

とを説明。相談窓口として，市障害福祉担当課を紹介。解決に

至らない場合は再度県に相談するように助言した。 

ケ 情報の提供及び受領（０件） 

コ その他（０件） 

 (2) 合理的配慮の相談事例（５件） 

ア 福祉サービスの提供（０件） 

イ 医療の提供（０件） 

ウ 商品の販売及び役務の提供（２件） 

６ 相談者 年代 50 代 性別 女 障害種別 肢体不自由 

内

容 

身体障害があり，ヘルプマークを携帯している。スーパーで買い物

の際，店員に「上肢が不自由なので，袋詰めをお願いしたい」と口頭

で頼んだが，店舗や店員によって，対応してくれる時と対応してくれ

ない時がある。ヘルプマーク等について，啓発してほしい。 

対応希望 利用店舗に対する啓発 

対応結果 

店舗を訪問し啓発することを説明 (後日，該当店舗を訪問

し，啓発活動を実施)。現在，啓発活動において，当該相談事

例を具体例として紹介している。 
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７ 相談者 年代 50 代 性別 男 障害種別 精神障害 

内

容 

長年利用していたガソリンスタンドで，「自動車の進入ルールを守

らなければ出入り禁止にする」と言われたが，障害のため間違えて，

利用できなくなった。障害のある人もない人も共に生きる鹿児島づく

り条例に違反している。 

合理的配慮の提供について当該事業所に説明してほしい。 

対応希望 相手方との調整，啓発 

対応結果 

ガソリンスタンドを訪問し，当該案件の経緯等について聞き

取りを行った。相談者の危険行為や迷惑行為が原因であり，複

数回にわたり丁寧に説明しても改善されなかったことから，警

察や弁護士等と協議して利用を断っているとのこと。本件は障

害者差別ではないことを確認した。 

後日，相談者に対して，ガソリンスタンドを訪問し経緯等を

確認したことを説明した。 

エ 労働及び雇用（０件） 

オ 教育（０件） 

カ 公共的施設の利用（３件） 

８ 相談者 年代 不明 性別 女 障害種別 肢体不自由 

内

容 

県大島支庁１階県民室に設置してある自動販売機の前に長椅子が置

いてあり，車椅子で通るスペースがない。 

対応希望 該当物の移動 

対応結果 
即時に自動販売機前の長椅子の配置を換え，車椅子が通れる

スペースを確保した。 

 

９ 相談者 年代 不明 性別 女 障害種別 -（家族・親族） 

内

容 

身体障害（肢体不自由・視覚障害）のある息子と２人で暮らしてい

る。住んでいる家は崖の下にあり，以前は消防団員の支援を受けられ

たが，最近は支援がなくなり，市役所に相談したが断られた。 

対応希望 災害発生時の避難の際に支援を受けられるようにしてほしい 

対応結果 

市の防災担当者と福祉担当者に要援護者の避難支援について

確認した。 

防災担当課からは，要援護者の登録を行うと，家族や地域の

人が協力者として支援する仕組みであり，協力者がいない場合

は消防団員が支援する場合もあるとの説明を受けた。 

福祉担当課からは，相談者が住んでいる場所は限界集落で支

援が行き届かない地域であるため，現在利用している障害者支

援施設等で短期入所等の利用を提案された。 

これらの情報を相談者に説明し，地域の障害者短期入所施設

と生活介護施設のリストを郵送した。 
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10 相談者 年代 不明 性別 不明 障害種別 -（家族・親族） 

内

容 

知的障害をもつ小学生の子が，公営プール利用前に，障害特性のた

めスイムキャップ未着用での利用許可を受けたが，利用中に別の職員

からスイムキャップを着用しないことを理由に退出するよう指示され

た。 

今回のことは合理的配慮の不提供に当たるのではないか。施設に対

する周知はどうなっているのか。再発防止に向けた具体的な対応策を

教えてほしい。 

対応希望 相手方との調整，啓発 

対応結果 

当該施設及び市担当部署（プール管理の委託元）に聞き取り

調査を行った。指定管理事業者への指導を行うことや今後の対

応等について，市の担当者から相談者に説明した。 

キ 交通機関の利用（０件） 

ク 不動産取引（０件） 

ケ 情報の提供及び受領（０件） 

コ その他（０件） 
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令和６年度 （令和６年４月～令和６年９月） 

第１ 普及啓発 

１ 広報・行事等 

リーフレット，ポスター，県ホームページ 

※ 改正障害者差別解消法（事業者による合理的配慮の義務化）の周知 

・ 県ホームページ 

・ 事業所の会合等における周知（４月～） 

・ デジタルサイネージ「わが街ＮＡＶＩ」掲載（５月～） 

・ 新聞２紙「県政インフォメーション」（６月） 

・ 情報誌「労働かごしま」（６月） 

２ 事業所等の研修会等での説明（令和６年９月末現在） 

障害福祉課 大隅地域振興局 大島支庁 計 

６ ０ １ ７ 

※ うち５回動画提供による研修 

３ 事業所等への個別訪問（令和６年９月末現在） 

障害福祉課 大隅地域振興局 大島支庁 計 

27 88 1 116 

※ 上記以外に，希望する団体等に対してリーフレットを送付（76件） 

第２ 相談対応 

１ 障害者くらし安心相談員の配置状況（各１名） 

配 置 先 電 話 番 号 受 付 時 間 

障害福祉課 
電話: 099-286-5110 

Fax : 099-286-5558 

 午前９時 ～ 午後４時 
大隅地域振興局 

地域保健福祉課 

電話: 0994-52-2108 

Fax : 0994-52-2120 

大島支庁 

地域保健福祉課 

電話: 0997-57-7222 

Fax : 0997-57-7251 

２ 障害者くらし安心相談員の活動状況（令和６年９月末現在） 

相 談 対 応 
 障  害 

 福 祉 課 

 大隅地域 

 振 興 局 
 大島支庁 計 

新規

相談

件数 

 38 15 ２ 55 

 不利益取扱い ０ ０ ０ ０ 

 合理的配慮 ０ １ ０ １ 

 その他 38 14 ２ 54 

延べ

対応

回数 

 73 112 24 209 

 不利益取扱い ０ ０ ０ ０ 

 合理的配慮 ０ １ ０ １ 

 その他 73      111 24  208 

※ 延べ対応回数には，継続相談への対応を含む。 

※ 相談員不在時に他職員が対応した件数を含む。 
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３ 相談対応の具体的な相談事例 

(1) 不利益取扱いの相談事例（０件） 

(2) 合理的配慮の相談事例（１件） 

ア 福祉サービスの提供（０件） 

イ 医療の提供（０件） 

ウ 商品の販売及び役務の提供（１件） 

１ 相談者 年代 70代 性別 男 障害種別 内部障害 

内

容 

数年前，スーパーで買い物しているとき，身体障害があり重い物を

持てないので，ヘルプカードを提示して「運んでほしい」とスタッフ

に相談したが，「うちでは使えません」と断られた。ヘルプカードは

どんな時に使うものなのか。 

対応希望 事業所に対する啓発 

対応結果 

ヘルプカードは，外見では健康に見えても，配慮を必要とし

ている方が使うものであることを説明。日頃の啓発活動では

「ヘルプマーク・ヘルプカードを携帯している方が困っている

様子であれば声をかけるように」と伝えていることを説明。 

当該スタッフはヘルプカードを知らなかった可能性があるこ

とから，今後このようなことがないように，該当店舗で啓発活

動を行うことを伝えた。後日，当該店舗を訪問し啓発活動を実

施した。 

エ 労働及び雇用（０件） 

オ 教育（０件） 

カ 公共的施設の利用（０件） 

キ 交通機関の利用（０件） 

ク 不動産取引（０件） 

ケ 情報の提供及び受領（０件） 

コ その他（０件） 
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